
第１４回 八山系砂防総合整備計画フォローアップ検討会 議事要旨 

日時：令和５年２月２７日（月） 

１０：００～１１：１５ 

場所：シンクタンク庁舎１－１会議室 

１ 議事 

 議事１）前回検討会の意見への対応 

 議事２）計画の進捗状況について 

 議事３）次期アウトカム指標について 

 議事４）令和５年度の砂防事業新規箇所について 

  

２ 議事要旨 

(１）前回検討会の意見への対応・計画の進捗状況について 

 委 員：要配慮者利用施設避難確保計画作成の目標数が増えた理由は何か。 

 事務局：現計画を策定した以降に各市町村地域防災計画に追加掲載された施設や、

新規に指定した土砂災害警戒区域内に施設があった場合、土砂災害警戒区

域指定後に新たに施設が立地した場合等が考えられる。 

 委 員：変動する要因を資料にも記載しておくと良い。 

 

 委 員：要配慮者利用施設が当初５０６施設であったのに対し７１６施設に増加し

たのであれば、ハード対策のアウトカム指標「要配慮者利用施設を含む土

砂災害特別警戒区域の施設整備の着手数」の目標数３８箇所も変化するこ

とは無いのか。 

 事務局：ハード対策のアウトカム指標については、土砂災害特別警戒区域内にある

施設で、ハード対策の事業化が可能であることを確認し計画を策定してい

るため、施設整備数３８箇所については変更ない。 

 

 委 員：優先順位表について、優先する各施設名の後に、土砂災害特別警戒区域等

内を意味する【レッド内】、【イエロー内】という表現があるが、「土砂災害

特別警戒区域内にある要配慮者利用施設」等と表記したほうがわかりやす

くて良いのではないか。 

 事務局：わかりやすい表現にしていく。 

 

 

（２）次期アウトカム指標について 

 委 員：繰返し調査は、土砂災害特別警戒区域についてのみ実施するのか。 

 事務局：繰返し調査は、区域指定済みのすべての箇所で、土砂災害警戒区域、土砂

災害特別警戒区域関係なく調査する。岐阜県では、地形状況の変化や事業

による施設整備後は、情報提供等により、随時、基礎調査を行い、土砂災



害特別警戒区域の解除又は一部解除を行っている。しかし、情報提供の無

い区域についても確認する必要があるため、繰返し調査により、指定済の

区域を見直すことを考えている。 

 

 委 員：砂防基盤図と最近の地図情報を比較し変化が確認できたものは、新しい情

報として、今後計画に反映していくということで良いのではないか。 

 事務局：今後、全市町村を調査したうえで計画を立てる予定。今回の報告では、先

行して調査した恵那市の情報を元に保全対象の変化の状況を確認した結

果、特別警戒区域内に対策すべき要配慮者利用施設の増加は認められなか

ったため、特別警戒区域内の要配慮者利用施設に対する対策が概ね完了で

きていると想定したが、今後、全市町村の調査を進め、土砂災害特別警戒

区域内に要配慮者利用施設が多く残っている等の結果が判明すれば、それ

を解消するために現計画のアウトカム指標を残すことを考える必要があ

る。 

 

 委 員：対策事業実施等により土砂災害特別警戒区域から土砂災害警戒区域になる

ことはあるが、土砂災害警戒区域が土砂災害特別警戒区域に変わることは

あるのか。 

 事務局：土砂災害警戒区域のすべてもしくは一部が土砂災害特別警戒区域に変わる

ことは、地形の変化や災害が発生した場合を除き通常は無い。 

 

 委 員：ハード対策の優先順位表の次期案について、優先順位２を二つに分けると

の説明があった。優先順位１、２－１、２－２、３、４とするよりも、わ

かりやすく単純に１～５とした方がよいのではないか。 

 事務局：今回の資料は、これまでの順位表と比較するための表現としたが、ご指摘

の通りであり、来年度の改定案をご提示する際は、わかりやすい表現とす

る。 

 委 員：来年度の検討会には、改定された岐阜県長寿命化計画に基づくアウトカム

指標が提案される予定か。 

 事務局：来年度提案する予定。 

 

 委 員：砂防関係施設長寿命化計画にＬＣＣ（ライフサイクルコスト）を導入し、

費用の縮減を考えることは結構であるが、資料ではＬＣＣの平準化にみえ

ることから、費用の平準化等とし表現に注意してほしい。 

 事務局：指摘の通りであり今後の資料作成時に留意する。 

 

 

 



（３）令和５年度の砂防事業新規箇所について 

 委 員：事業間連携の補助事業は、緊急輸送道路の確保ということでよろしいか。

県道に限るのか。 

 事務局：道路事業（災害防除事業）と連携して、同一の道路にて実施している砂防

事業については補助事業として実施可能となる。国道・県道との連携が該

当する。市町村道は該当しない。 

 

（４）その他 

 委 員：今後、砂防基盤図の更新を行うようにしてもらいたい。平成２０年代もの

も多くかなり古い資料になってきており更新を検討いただきたい。 

 事務局：検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


